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研究成果の概要（和文）：介護支援システム開発および実地導入のために技術的・制度的課題の基礎的検討として，現
在現場が抱えている問題に対して工学的技術が貢献できる可能性と，そのために解決される必要がある制度上の問題に
ついて議論した．課題は，工学技術的な特性に由来するものと，制度面に由来するものに分けて議論した．開発された
技術を現場で使用するためには，技術面のみならず，制度面での数多くの課題が解決される必要があることが明らかに
なった．

研究成果の概要（英文）：Although urgent needs for assisting people with dementia and their caregivers are 
uprising, few studies pay attention to organize the relationship assistive technologies and social 
system. As the first step toward to organizing the relationship, this article discussed about issues to 
develop and deploy assistive technologies for dementia care. We held meetings with research project 
members on the basis of field studies in Ishikawa Prefecture and Tokyo district. As results, we found 
that issues on social institutions will be important for deploying assistive technologies rather than 
technology development.
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１．研究開始当初の背景 
本邦では高齢化が急速に進展し，人手や資
金などのリソースが不足している．そのよう
な環境下でも，工学技術的支援を活用するこ
とで，認知症者の望む生活の維持と介護者の
負担軽減の両方を実現できる可能性がある． 
一般に，障碍などの困難を抱えて生活する
人々を支援する技術のことは assistive 
technology（以降，AT と表記する）と呼ばれ
る．英語論文を対象とした先行文献調査によ
れば認知症者のための AT は，5 種類に大別
できる[Sugihara 2013]．その内訳は，スクリ
ーニング，認知機能補助・リハビリ，モニタ
リング，情報提供・遠隔介護支援，コミュニ
ケーション支援・セラピーである．その多く
は研究段階であるため現場に普及してはい
ないが，実用化レベルに至れば今後これらを
利用する場面も増え，介護者の負担も軽減さ
れていくと考えられる． 
そこで問題となるのが，これらの AT をど
のような形で現場に持ち込むのが妥当であ
るかということである．これらの技術を利用
するに当たり制度面の整備がなされておら
ず，研究分野内での議論も十分ではない．国
内では，介護者の取り巻かれた労働環境につ
いて負担やストレスについての調査は多い
（例えば[Hare 88，Cohen 89，矢富 95，藤野
01, 佐藤 03，堀田 10]）．しかし，情報機器の
利用可能性と制度面について議論した研究
は，見当たらない．センサネットワークを利
用した機器群について倫理面から検討した
研究もある [Bjorneby 04] が，本邦内での議
論は十分といえない．技術開発が盛んになる
一方で，制度面での議論が置き去りになれば，
現場の支援が遅れてしまう．介護者が愛情を
発揮し続けられる，すなわち持続可能なケア
実現のためには技術および制度の両面から
の検討が必要である． 
 
２．研究の目的 
本研究は，介護の中でも特に対処が難しい
認知症に焦点を当て，その介護者を支援する
情報技術の開発・導入において現場調査を元
に好影響および悪影響の両面から整理する
ことを目的とする． 

 
３．研究の方法 
本研究は，(1)AT の特性に由来する課題，

(2) 介護保険など制度面の 2 側面を考察する
と同時に，AT の開発導入指針のための対処
方法についても検討した．研究戦略に事例研
究を採用し，質的調査を基盤とし，密な記述
に基づく課題発見型研究を行う．最初に，申
請者らがこれまでに開発してきた AT がすで
に導入されている介護施設にて調査し，得ら
れた結果をチーム内で議論し，(1)および(2) 
の視点で重要と考える課題を抽出しようと
試みた． 
得られた結果は，研究代表者および研究分
担者が集まり議論することで，整理しようと

試みた． 
併せて，市民講座を開催し，実践家からの
意見を募り，分析の厚みを増進させようとし
た． 
 
４．研究成果 
（1）ATの特性に由来する課題について 
 これまで著者らは技術開発および導入に
伴い，現場と開発者の間で起きうる問題につ
いて議論してきた[Sugihara 2013]． 分析結果
から，短期的には，介護の質を維持するため
に技術が利用されること，大規模なユーザニ
ーズ調査が行われる必要があること，プライ
バシー侵害に対する懸念を軽減すること，情
報技術に不慣れなユーザや身体活動に制限
があるユーザのためにアクセシブルなイン
タフェースが必要となることを挙げた． 
中期的には，介護支援システムが実際に多
くの介護施設に導入を図られること，人権を
侵害しない介護支援システム開発が行われ
ること，開発と導入のためのガイドラインが
制定されることが課題になる．長期的には，
ガイドラインをベースにして介護支援シス
テム開発・導入のための法が制定されること，
大規模データにもとづいてパターン分析を
行うためのデータセンターが設立されるこ
とが必要となる． 
しかし，これらの課題を現場の介護職員の
みによって解決されることは難しい．介護労
働における介護支援システムの開発・導入の
ためにルールが明確ではない．これらが制定
されることで，現場の人々が安心して技術を
利用可能になる．また，これらの課題を整理
することで，障壁が低くなり，企業がビジネ
スとして製品・サービス開発に関与しやすく
なると考えられる． 

AT を介護施設に導入する際の課題をクリ
アできれば，介護施設そのものや空間の使い
方を変更しうる可能性もある．調査対象であ
ったグループホームでは，情報技術を導入し
ない際に壁に観察用の穴を開けたり，柱を取
り去ったりして家屋内死角の低減に務めて
いた．しかし，情報技術を導入することで，
施設利用者が介護者の死角になる空間に移
動しようとしても，介入をすべきかする必要
がないか状況を適宜判断しながら仕事に臨
めるようになっていた．これは，家屋の形状
あるいは空間の利用法を大きく変更するこ
と無く，すなわち利用者にとっての住みやす
さを低減させること無く，介護を行うことが
できることを意味する．家屋形状や空間利用
法を変更せずに介護を行うには，同僚介護職
員と利用者がどのように過ごしているかの
情報を流通させる，AT による情報流通レイ
ヤーが必要となる． 
 
（2）制度面に由来する課題について 
介護は，介護保険によって支えらており，
その中にこのような工学的技術を適用した
ことに対する現場への手当はない．さらに，



元来介護保険が医療保険の抑制を狙って施
行された側面がある[神野 08]こと，社会保障
給付費に占める高齢者関係給付の割合が約 7
割[国立社会保障 13]であることを考慮すれば，
今後多額の財政支援が行われる可能性は低
い． 
介護保険における介護報酬を引き上げる
には，保険料，施設等の利用料，公費負担も
上げなくてはならなくなる．要介護者はこれ
からも増え続けると予想され，持続的な給付
を実現するには現行のやり方で介護報酬を
増加させることは難しい． 
介護保険の基本的な考え方は，定められた
ことを厳密に実施したかどうかを評価の中
心としていることも，財政的支援が期待でき
ない理由である．必要な物資やサービスを現
物で支給したり，介護報酬給付のための点数
の与え方を変更したりするなど，抜本的な変
更が求められる． 
例えば，介護報酬をいかに定められた手続
きを順守したかで評価するのではなく，認知
機能や身体機能の低下を防ぐための挑戦を
評価し，それらの活動に対しても報酬を支払
うようにすることが考えられる．また，症状
が個別的に生じる認知症に適切に対応する
ため，金銭的報酬に拘泥するのではなく必要
な物を現物支給する方法も有効であると考
えられる． 
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